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研究成果の概要（和文）：2010年代以降の十年あるいは二十年間で、日本の若者の社会意識がどのように変化するのか
を、社会調査データを使用して解明するために、現時点で、どのような新しい意識項目を測定すべきかを検討した。そ
の目的での予備調査としてのインターネット調査の有効性を、データ分析によって示し、若者の意識研究のプロセスを
明確化した。自尊感情や友人関係の志向等が現代の若者の意識・行動に影響を与えていること等が明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：This study elucidated what kind of new social psychological questions we should 
measure at present in order to describe, using survey data, how the value, opinion and attitude of the 
Japanese youth changed in decades after the 2010s. I showed the effectiveness and validity of the 
internet survey (web survey) as the preliminary investigation and clarified the process of the 
sociological social psychology of the youth. It was revealed that self-esteem or orientation of friends 
strongly affected consciousness and behaviors of the contemporary young Japanese.
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１．研究開始当初の背景 
(1)本研究の開始までに研究代表者は、日本の
高校生の社会意識や生活行動の変化につい
て、1980年代と 1990年代後半に実施した計
量的な社会調査データを用いて直接的に検
証し、また、SSM調査データを用いて日本の
成人、特に若年層における権威主義的態度の
変化（1995年と 2005年の比較）を分析して
いた。このような成果もその一部をなしてい
ると言える「社会学的な若者論」の知見は、
社会におけるひとびとの、若者に対する新し
い理解を形成し、社会認識を適切な更新する
ことに貢献しており、このことは十分に評価
されるべきことだと思われる。 
 
(2)しかしながら、このような若者論の成果は、
この研究領域における次なる課題へと目を
向けた場合、現代社会論的な見地から次世代
において問題となると推測される、より多様
で多面的な若者の変化を取り扱う準備がで
きていないという危惧がある。第一の問題は、
若者論を計量的な社会調査データに基づい
て行う方法が適切な広さで採用されていな
いことである。第二に、計量的方法が用いら
れている場合でも、データ比較による世代論
が原理的に、過去に測定された質問項目に縛
られるという限界をもっていることに、まだ
十分な対応がなされていないことにある。本
研究は、このような背景から課題設定をした。 
 
２．研究の目的 
(1)本研究は、2020 年代以降の時期を射程と
して、計量的な社会意識の測定に基づく世代
比較分析を可能とするために、現在の 2010
年代半ばの段階で、いかなる意識項目（心理
的変数）の測定を行うべきか、指標として有
効な意識項目は何かを、試行的な調査（予備
調査）の実施を通して検討・確定し、新しい
若者研究の実証的な基盤形成に資すること
が目的である。 
 
(2)大規模な無作為抽出標本による若年層調
査は、日本の若者の意識・行動の様態と変動
を解明する上で決定的な重要性をもってい
る。本研究の目的は、そのような大規模調査
の実施に向けた準備段階で、複数回の予備調
査によって、社会意識・社会行動の新しい指
標の構築を目指すことにある。2020 年代以
降の争点を考察し、現在測定しておくべき、
社会意識・社会行動の指標を検討し、その有
効性を予備調査としてのウェブ調査によっ
て明らかにすることを目指した。 
 
(3)予備調査の方法としては、費用や調査期間、
データ分析が可能となるまでの時間を考え
たとき、登録モニター型のインターネット調
査が今日有効であると目される。本研究では、
この方法で収集したデータの質を検討し、調
査方法の確立も目的とした。このように、実
証的な社会意識研究において、通常、手順化

されているステップを試行的に行い、今後の
若者論の標準的な研究プロセスを方法論的
に確立することが目的であった。 
 
３．研究の方法 
(1)第一に、近年の若者論の先行研究につい
て、命題群と実証的根拠を検討し、いかなる
調査データが検証に必要であるのかを詳細
に検討した。また、学生等との共同の研究作
業によって、日本の若者の新しい動向を把握
するための質問項目を作成し、試行的なイン
ターネット調査によってその有効性を明ら
かにすることを目指した。 
 
(2)第二に、今後、主要な研究方法として用
いられることになると目される、登録モニタ
ーを用いたインターネット調査のデータの
質を、従来の標準的方法である無作為抽出標
本への個別面接法調査のデータ等と比較す
ることによって検証した。 
 
(3)第三に、学術領域の環境変容と若年研究
者の行動対応という問題を具体的に設定し、
社会学系の学術雑誌に掲載される論文にお
いて見られる、査読者への謝辞という行動に
ついて、日米や他の学問分野との比較の観点
をもちながら、計量的・統計的に分析を行い、
具体的な局面での若者（この場合は、若い世
代の社会学研究者）の行動様式における課題
事例を提示することを試みた。 
 
４．研究成果 
(1)近年の若者論の検証については、主流の
議論となっている、1990 年代における若者の
幸福化（高満足化）命題および高幸福命題を、
実証的根拠まで辿って検証し、90 年代におけ
る幸福化は、国民生活に関する世論調査（内
閣府）のワーディング変更で説明できること、
幸福化は 1990 年代ではなく 2011 年以降に生
じているが、他の年代でもみられること、
1990 年代に、中年層の幸福度の低下による、
相対的な若年層の高幸福が見られるように
なったことを明らかにし（図）、先行研究の
調査データ利用における問題点を明らかに
した。この成果は、日本の若者の幸福化とい
う従来の理論の欠点を指摘し、修正を迫るも
のとなった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 年齢階級別の生活満足度の推移 



(2)研究方法としてのインターネット調査の
質に関する調査方法論的な検討では、SSP プ
ロジェクトと連携し、従来の標準的方法によ
って実施された全国調査（2010 年）と、登録
モニターを使用して割付を行い、目標回答数
充当法によって回収したインターネット調
査（2012 年）を、同一質問項目（24 項目）
の回答分布、社会的属性変数（5 変数）の二
変数間関連、そしてこれらの属性変数を独立
変数とする重回帰分析における変数間関連
と決定係数、という三側面で比較を行った。
比較は、回答分布の t検定、相関係数の同等
性の検定、偏回帰係数の信頼区間の重なりと
検定結果の異同で行った。結論的には、各意
識変数の分布では二つの調査に差異が見ら
れたが、意識変数の 2変数間の関連、および
属性変数と各意識変数との間の2変数間の関
連では差異がある（すなわち、同等ではない）
という結果は少なくなり、さらに多変量解析
の結果は、2 変数間の関連の場合よりも類似
した組み合わせが一層多くなった。このこと
から、分析に用いたインターネット調査の質
は、変数間関連を分析課題とする研究、たと
えば階層意識研究の予備調査として使用で
きる水準だと評価できた。既存の意識変数を
予備調査に組み込み、既存調査における変数
間関連との一致度によってインターネット
調査の質を確認し、その上で新規項目の有効
性を判断するという、調査研究プロセスを提
案した。社会学の社会意識研究において、イ
ンターネット調査の有効活用の可能性を拓
く研究成果となった。また、インターネット
調査における回答者の回答時間を、CAPI およ
び CASI モードの調査と比較し、インターネ
ット調査の回答時間が短いこと、非常に高速
度の回答者を無効回答とすることにより、質
を高めることができることを指摘した。以上
の成果は、学術論文、学会報告、図書等の形
で発表した。 
 
(3) 学生等とのコラボレーションによって、
日本の若者の新しい動向を把握するための
質問項目を作成し、全国調査を実施した。第
1回は 2013 年 12 月に、全国 25～34 歳の男女
3000 名を対象として、5歳刻み年齢 2階級×
都道府県（計 94 セル）に割付けて実施した。
質問項目としては、友人関係の志向、スピリ
チュアリティ志向、音楽聴取行動、「おたく」
的趣味行動、「ごほうび消費」行動、自己啓
発・成功体験談への志向、睡眠満足度等の新
しい項目と、権威主義的態度、階層帰属意識、
生活満足度等の基本的な社会意識項目の両
方を設定した。第 2回は 2015 年 12 月に、全
国 20～29 歳の男女の 1000 名を対象として、
地域 5区分×性別×年齢 2階級（計 20セル）
に割付けて実施した。質問項目としては、友
人関係の志向、マイノリティへの寛容性、嫌
消費志向、専門家や科学技術への態度、プレ
ゼント行動、仕事へのコミットメント、管理
職昇進志向、外国文化好感度等の新しい項目

と、不安感、権威主義的態度、階層帰属意識、
生活満足度等の基本的な社会意識項目の両
方を設定した。2 つの調査は、性質のよくわ
かっている社会意識変数が、社会的属性と妥
当な関連を有していることから、ある程度の
質の高さを獲得できていると判断できた。そ
の上で、新規の項目が社会的属性や基本的な
社会意識とどのような関連を有しているの
かについて、知見を得た。その例として、自
尊感情（自己確信性）が、多くの意識・行動
項目に大きな影響を与えていること、自尊感
情は友人関係の活発さと大きな関連をもっ
ていること、権威主義的態度とマイノリティ
への寛容性が、従来の理論とは逆に、正の相
関をもっており、権威主義的態度の質問項目
がこれまで想定していた意味が、若年層にお
いては異なるものとなっている可能性が示
唆されたこと、などがあげられる。複数回の
調査実施によって、これからの若年層研究に
おいて、自尊感情、友人関係、消費志向、価
値態度等は、変動に注目すべき意識・行動項
目になりうること、それらと基本的な社会意
識項目との関連の維持／変容が注目される
ことが明らかとなった。今後の大規模無作為
抽出標本を用いた若年層調査や、海外の若年
世代との国際比較調査へと展開する基礎を
得た。 
 
(4) 学術雑誌に掲載される論文において近
年見られる、査読者への謝辞という新しい行
動の分析については、社会学及び隣接領域の
専門誌に投稿された論文と投稿マニュアル
（スタイルガイド）を分析した。また近年公
刊された論文を対象として、注、謝辞、付記
などで査読者に対してどのような言及がな
されているかを調べた。日米の社会学では、
査読者への言及には明確なルールが存在し
ないが、アメリカ心理学会では、査読者に対
して単なる謝辞を述べるべきではないとさ
れ、査読者の指摘により生じたアイディアに
謝辞を表明する場合には、そのアイディアに
ついて述べた箇所で具体的に言及すること
が可能となっている。実際の言及数は、日本
では近年明確に増加する傾向はみられない
が、アメリカの社会学誌では「単なる謝辞」
が非常に高い比率で確認できた。査読者選定
における制度の差異がこのことに影響して
いる可能性もあるが、日本において、査読者
に対する謝辞のあり方、知の帰属に関する合
意が曖昧なままに慣行として広がってしま
った場合には、特に、身分の不安定な若手研
究者たちがリスク回避的に、査読者への単な
る謝辞の言及行動をとるようになり、結果と
して、この領域の知の帰属のあり方が、アカ
デミックな意味で適切とは言えない状況が
生じることが危惧される。学術的価値に関す
る認知や判断についての何らかの合意形成
が、学術の世界の環境条件の変化から必要と
なっていることが示唆された。 
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